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The Japanese economy has stagnated throughout the 1990s because economic policy 
set by monetary authorities has met with failure. This recession, called “Heisei 
Fukyo,” has altered the structure and operating procedures of many industries. It has 
been reported, for example, that a large retailer, Ito-Yokado, has entered into banking. 
Modern monetary systems are based on computer technology, and the consumer credit 
industry has also made use of computer-related technology, such as cash dispensers 
(CDs), automatic teller machines (ATMs), credit-authorization terminals (CATs), and 
other computer networking systems. In this paper, I will describe how a major 
merchandising group is developing a new system that is expected to provide 

































   
 表Ⅰ－1：イトーヨーカ堂銀行の概要  
 1. 資本金は 150億円（500億円まで増資）。  
 2. 2年目に黒字転換、2～3年後に上場予定。  
 3. 傘下の 9,700全店舗に一台以上の ATMを設置。  
 4. 振込手数料などで収益の 7割程度を確保。  
 5. 企業向け融資は行わない。  
 6. 運用は国債と高格付けの流動資産に限定。  
 7. 将来的には保険・投資信託などの金融商品も販売。  
 8. 日銀ネット決済システムに参加。  
 9. 信託機能を活用し、グループ資産の流動化を実施。  
 10. イトーヨーカ堂と新銀行の役員兼務はしない。  
 11. イトーヨーカ堂グループは 1千億円程度の余裕資金を預ける。  
 12. 店舗利用客や口座を開設した顧客から預金を受け入れる。  

























































































































































































銀行名 ATM24 時間稼働 店舗内店舗 今後の計画 
さくら 時間延長を優先 0 ローン専門店を増設。店舗内店舗は 99
年度上期に設置 
東京三菱 11 0 ATM とコンピュータ端末のみの無人店舗
を増設へ 
富士 10 0 3 月末に店舗内店舗設置 
住友 10 0 専門担当者による電話相談を予定 
大和 0 1 2000 年 3 月までに関西を中心に店舗内
店舗を 10 店開設 
三和 時間を大幅延長 0 3 月から ATM の 365 日 24 時間稼働実施 
東海 365 日稼働へ 1 4 月に ATM の休日稼働時間を延長 





















































ト・バンキング業務に参入する。また、同年 11 月 26 日付けの『同新聞』では当初選択肢にあげら
れていた日債銀買収は断念し、銀行免許取得の方法で決済専門銀行に着手すると報じられている。 
(3) 電子マネーが消費者に与える影響については以下の文献を参照せよ。宮崎 隆「電子情報決済シス
テムと消費者：電子マネーを中心に」『日本消費経済学会年報』19，日本消費経済学会 1998,3,31.  
(4) 『日本経済新聞』(1999,11,12.)では、何れかを検討しているとあったが、その後の新聞報道(『日本
経済新聞』(1999,11,26.))では日本債権信用銀行の買収を断念し、銀行免許取得のため 11月 25日に
設立趣意書を金融監督庁に提出した。 
(5) 以下のクレディセゾンのデータは、インターネット・ホームページによる。 
(http://www.saison-card.co.jp/card/ci/jcorporate/corpj/interview.htm) 
(6) 『日本経済新聞』(1999,2,5.) 
(1999,12,24.) 
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